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　様 式１　カーボンオフセット事業助成プログラム 
平成24(2012)年度　カーボンオフセット年賀寄附金配分申請書
―カーボンオフセット年賀寄附金及び郵便事業株式会社寄附金による助成―
郵便事業株式会社　御中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

以下により年賀寄附金配分申請をいたします。　(該当する□を■としてください。)　
Ⅰ．「申請書表紙」　　　　　　　　　　　　　　　
	申請日
	平成23年　　月　　日

	団体種別
	（非営利法人であること）

□1公益社団法人　□2公益財団法人　□3特例社団法人　□4特例財団法人

□5特定非営利活動法人(NPO法人)

	フリガナ
	

	団体名称
	

	
	ホームページ：□無　□有(http://    　　　　　　      　　　 　　　　　            )

	フリガナ
	
	役職

	
	法人代表印(必須)

	団体代表者

氏　　　名
	
	
	
	

	団体所在地
	(郵便番号　　　－　　　　)



	
	TEL:　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX: 　　　　　　　　　　
Email:

	フリガナ
	
	役職
	

	実施責任者

氏　　　名
	
	
	

	連絡先住所
	(郵便番号　　　－　　　　)



	
	TEL:　　　　　　　　　　　　　　 　　　FAX: 　　　　　　　　　　
Email：（必須）

	＊事務局からの連絡・書類の送付は、全て実施責任者あてに行います。事業の内容について日常的にお問合せのできる方を実施責任者として選定してください。E-mailは携帯mailでも可能です。

	配分申請
事業名
	[申請事業に適切な名称をつけてください。]

	取得予定
クレジット

名称
	

	実施時期
	 (開始予定)　平成　　年　　月　～　　(終了予定)　平成　　年　　月


Ⅱ．「申請団体について」
	活動開始（設立登記）：　□大正　□昭和　□平成　　　年　　　月　　　　

	団体常勤職員数（　　　　　　　人）

	昨年度の支出総額：　　　　　　　　　　　　円（自　　年　　月～至　　年　　月）

	昨年度の収入総額：　　　　　　　　　　　　円

	　(収入内訳)

	　　会費　　　　　　　　　　　　　　　　　円　

	　　一般寄付金　　　　　　　　　　　　　　円　

	　　事業収入　　　　　　　　　　　　　　　円　主な収入源（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	　　民間助成金等　　　　　　　　　　　　　円　主な資金源（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	　　行政補助金等　　　　　　　　　　　　　円　主な資金源（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　円　主な資金源（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	団体の設立目的：

	

	

	

	

	

	団体全体の活動内容と実績：

	

	

	

	

	

	

	団体の環境・温暖化防止問題への関わりの基本姿勢と活動内容および実績：

	

	

	

	

	

	

	

	団体に排出権クレジット取引経験がある場合は主要案件とその内容：□無　□有（以下に記載ください）

	

	

	

	

	

	団体が日本国の国別登録簿システムにクレジット保有法人として登録：□無（登録予定年月：　　　　）
□有（保有口座番号：JP-100-00000-00000-    　　 ）
団体がJ-VER登録簿システムに登録：□無（登録予定年月：　　　　）

□有（登録口座番号：JP-100-20000-00001-         -00）

	団体が自ら手がける排出権開発事業がある場合はその内容と状況：□無　□有（以下に記載ください）

	

	

	

	

	

	

	団体が排出権の調達に第三者（コンサルタント、仲介者、クレジット提供事業者等）の協力を得る場合はその名称と協力の内容：□無　□有（以下に記載ください）

	名　　称
	

	協力内容
	


Ⅲ．提案する事業に充当する予定のクレジットプロジェクトの内容：

提案する事業に充当する予定のクレジットプロジェクトの内容について、次の「クレジットプロジェクト内容表」を作成してください。複数のプロジェクトが対象の場合は２件まで可能としますので、それぞれのプロジェクトにＡ、Ｂのプロジェクト記号をつけてください。その場合「クレジットプロジェクト内容表」はコピーして作成ください。

３の⑥クレジット取得単価は、申請団体がクレジット提供事業者に支払う予定価額の単位当り価格を記入ください。この価額には申請団体にクレジットを提供するクレジット提供事業者の手数料・消費税等の諸費用も含まれているものとします。
なお、申請団体の手数料は含みません。申請団体の諸費用は取得・償却予定表の⑥経費総額の欄に記入いただきます。
４の④クレジット提供事業者には申請団体が取得するクレジットを提供する事業者名とその事業者の概要を記載ください。申請団体でクレジットを創出される場合には、事業者名に団体名を記載してください。
「クレジットプロジェクト内容表」
2件の場合はプロジェクトA、Bに分けて作成･添付ください
	プロジェクト記号：

	項目
	内容

	１．プロジェクト概要　　　　　　　　　　　

	①プロジェクト名称
	名称：

	②クレジット国連登録　レファレンス番号（取得済みの場合）、Ｊ－ＶＥＲ　登録番号
	· 未取得

· 取得済み　（番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	· ③プロジェクト分野
	· エネルギー効率化　□メタン回収・利用　□バイオマス

· 再生可能エネルギー活用（内容：　　　　　　　　　　　）

□　その他（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	④プロジェクト目的
	記述：



	⑤プロジェクト内容
	記述：



	⑥適用技術の説明
	記述：



	⑦適用方法論
	記述：



	２．プロジェクト実施場所

	ＣＥＲの場合
	内容

	①実施ホスト国
	国名：

	②実施場所
	州　市：

	③実施サイト事業者
	事業者名：

	④実施場所・事業者情報
	場所・事業者の特徴と選定理由：



	Ｊ－ＶＥＲの場合
	内容

	①実施都道府県
	都道府県：

	②実施市区町村
	市区町村：

	③実施事業者
	事業者名：

	④実施場所・事業者情報
	場所・事業者の特徴と選定理由：


	３．温室効果ガス排出削減量

	①対象削減温室効果ガス
	□ＣＯ２　□メタン

	②推定削減総量
	　　　　　　　tCO2e

	③クレジット発生期間
	　　　　年～　　　　　年

	④推定年平均削減量
	　　　　　　　tCO2e／年

	⑤クレジット種類
	□ＣＥＲ　□Ｊ－ＶＥＲ

	⑥クレジット取得単価
	　　　　　　　円／tCO2e

	４．プロジェクト進捗状況

	①京都メカニズム手続き関連（Ｊ－ＶＥＲについては記載不要）
	（現在のプロジェクトの段階を記載ください。また今後の予定を記載ください。）
□ＰＤＤ作成済み

□事業実施国承認済み

□有効化審査中

□有効化審査終了

□国連登録申請中（申請状況：　　　　　　　　　　　　　　　）

□国連登録済み

□モニタリング実施中

□国連審査員検証予定（スケジュール：第一検証開始予定　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□国連認証予定（スケジュール：　　　　　　　　　　　　　）

□クレジット発行予定（スケジュール：第一回クレジット発行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□その他状況（あれば記載：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


	②クレジット提供事業者
	事業者名：



	
	事業者の概要：



	５．その他
	記述：




Ⅳ．調達・償却の予定案件：
①プロジェクト記号欄には予定表に記載するプロジェクトの記号を記載ください。
②総額は万円単位で記載ください。
（例）5,300万円の場合は5,300（万円）のように。

③総量は申請書記入時点での予定償却総量をtCO2e単位で記載ください。
（例）12,300tCO2eならば12,300（tCO2e）
④単価は申請書記入時点で予定できる価格で記入ください。自己開発による排出権の場合は予定調達価額、第三者からの取得の場合は予定取得価額を記載ください。

⑤償却予定時期はクレジットを取得し、日本国の政府保有口座への移転の予定時期を記載ください。
(例)　2012年6月ならば2012.06
⑥経費は事業実施にかかる経費（消費税、事務経費、旅費交通費、実働人件費等。ただし、利益金は計上できません）の合計と内訳を記載ください（千円単位）。
（例）12,000円の場合は12（千円）
「取得・償却（無効化）予定表」
	①プログラム記号
	「クレジットプロジェクト内容表」の記号（Ａ、Ｂ）：

	②単価

（円／tCO2e）
	　　　　　　　円/tCO2e

	③総量

（単位：tCO2e）
	　　　　   　　　tCO2e

	④総額

（単位：万円）
	          　　　　万円

	⑤償却予定時期

（年月）
	平成　　年　　月（予定）

	⑥経費総額（千円）
	　　　　　　　　　千円

	内訳

	項目
	積　算　根　拠

	　１）
	　　　　　　　　　　　　　　　　

	　２）
	　　　　　　　　　　　　　　　　

	　３）
	　　　　　　　　　　　　　　　　

	　４）
	　　　　　　　　　　　　　　　　

	　５）
	　　　　　　　　　　　　　　　　

	　６）
	　　　　　　　　　　　　　　　　

	事業費総額

（④＋⑥）
	　　　　　　　　　　万円


Ⅴ．最後に以下のチェックリストを記入し、内容をチェックください。

「チェックリスト」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	チェックリスト（全ての項目にチェックのあることが必要です）

	１）申請のできる団体：公益社団・財団法人、特例社団・財団法人、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□はい

	２）申請団体は公益に反する行為等のないこと　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□はい

	３）申請事業は地球環境保全に関わる事業であり、その事業は定款等に記載されていること　　　□はい

	４）申請書Ｐ１に法人代表印の押印　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□有

	５）定款あるいは寄附行為　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　　　　　　　　　□有

	６）添付資料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 □有 □無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	７）環境大臣の意見書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□有

	８）受付返信用郵便はがき　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□有








